令和４年度　再評価調書（総事業費10億円以上）
１ 事業概要

	事業名
	都市計画道路三国塚口線　街路事業・延焼遮断帯整備促進事業

	担当部署
	都市整備部　道路室 道路整備課 建設グループ（連絡先06－6944－9276）
都市整備部　事業調整室 都市防災課 密集市街地対策グループ（連絡先06－6944－6603）

	事業箇所
	豊中市庄内西町5丁目～庄内栄町5丁目（国道176号交差点～府道大阪池田線交差点）

	再評価理由
	事業採択後10年間を経過した時点で継続中の事業

	事業目的
	本路線は、国道176号から兵庫県境の旧猪名川までを結ぶ幹線道路である。兵庫県側の山手幹線は、平成22年10月に全線整備されており、三国塚口線と接続することにより国道2号、国道43号を補完する阪神間の交通ネットワークの強化につながるもので、事業全体としては、将来の府県間部を含めた計画としている。
本事業区間は、豊中市南部の庄内地区を東西に横断するとともに、府県間を結ぶ広域的な幹線道路としての機能を有しており、道路ネットワークの機能強化とともに、密集市街地における道路整備により、災害時の延焼拡大の抑止や緊急車両等の通行を確保することができ、防災機能の強化を目的としている。

	事業内容
	道路改築
延長：約1.1km
（国道176号～府道大阪池田線）

幅員：27.0m 

車道：4車線（3.25m×4) 
歩道：両側（3.5m×2）
自転車通行空間：両側（1.5m×2）


	事業費

（　）内の数値は

前回評価時点のもの
	全体事業費：約88.3億円（約77.8億円）〔国：48.6億円、府：39.7億円〕

	
	（内訳）調査費等 約3.3億円（約4.3億円）
用地費　 約68.3億円（約56.8億円）
　　　　工事費　 約16.7億円（約16.7億円）
	【工事費の内訳】

道路築造工事　11.4億円(11.6億円)
電線共同溝築造工事　5.3億円(5.1億円)

	事業費の変更理由
	・用地買収及び補償が必要な物件について、建物種別による概算額で試算していたが、大型物件の物件調査の実施の結果、補償額の確定により、用地費が増額（+11.5億円）
・地下埋設物の影響で配線計画等の見直しが必要になったことにより費用が増額（+0.2億円）

	維持管理費
	約940万円／年（1060ｍ×27ｍ×33万円/千ｍ2）

	関連事業
	都市計画道路穂積菰江線　２車線


２ 事業の必要性等に関する視点
	
	事前評価時点H24
	再評価時点　R4
	変動要因
の分析

	事業を巡る社会

経済情勢等の変化
	・平成8年に国道176号から府道大阪池田線間を2車線から4車線、幅員を16ｍから27ｍに都市計画変更を行った。
・平成20年度には豊中市が施行する都市計画道路穂積菰江線との交差部分の約220ｍを事業化し、平成24年度末に暫定2車線にて供用開始予定
・兵庫県域では、山手幹線が平成22年10月に全線供用

【周辺道路の交通量】

・庄本牛立線　12,498台/日
（H22道路交通センサス）
	・平成24年度に本事業区間のうち島江町交差点から阪急バス本社前交差点までの区間を含む庄内地区を「地震時等に著しく危険な密集市街地」（以下「危険密集」）に位置付け。
・平成26年3月に「大阪府密集市街地整備方針」を策定し、「危険密集」の解消に向け、延焼遮断帯として広幅員の都市計画道路を整備していく方針を決定した。
・平成26年度に延焼遮断帯整備促進事業を創設し、当路線を位置付け、都市計画道路の整備に取り組むこととした。
・令和3年7月に穂積菰江線が全線開通
【周辺道路の交通量】

・庄本牛立線　11,643台/日
（H27道路交通センサス）
	・平成24年度に庄内地区が「危険密集」に位置付けられ、本事業が地区の防災性を高め、災害に強い都市構造の形成に寄与するものとされた。


	地元の

協力体制等
	地元市から早期整備の要望がある。

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	【効果項目】

・走行時間短縮

・走行経費減少

・交通事故減少

【分析結果】

・B/C＝5.67
　B＝350.4億円

C＝61.8億円

【算出方法】

・国土交通省「費用便益分析マニュアル（平成20年11月）」により算出

・H17交通センサスベースのH42将来交通推計値により算出
・分割配分により算出

【受益者】

・道路利用者

・地域住民
	【効果項目】
・走行時間短縮

・走行経費減少

・交通事故減少

【分析結果】

・B/C＝1.56
B＝149.4億円

C＝95.9億円

【算出方法】

・国土交通省「費用便益分析マニュアル（令和4年2月）」により算出

・H22交通センサスベースのR12将来交通推計値により算出
・利用者均衡配分により算出

【受益者】

・道路利用者

・地域住民
	・物件調査結果による補償額の増加。
・近年の周辺の交通量を踏まえた将来推計の見直し等による便益の減少。



	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【安心・安全】

・災害時における延焼遮断機能の向上、避難路の確保、広域緊急交通路の補完機能

・バリアフリー基準に沿った歩道整備
・電線類の地中化による安全・快適な歩行空間の創出
・交通事故減少
【活力】

・国道176号と府道大阪池田線とのアクセス性が向上、物流の効率化
【快適性】

・現道拡幅により渋滞が緩和
・十分な幅員が確保された歩道の整備により、快適性が向上
【受益者】
・道路利用者及び地域住民


	
	事前評価時点H24
	再評価時点　R4
	変動要因の分析

	事業の進捗状況

＜経過＞

1 事業採択年度

2 事業着工年度

3 完成予定年度
	1 平成25年度

2 平成25年度

3 平成35年度
	1 平成25年度

2 平成25年度

3 令和6年度

	一部区間の用地買収に時間を要しており、工事着手が遅れることから、完成予定年度を延期。

	＜進捗状況＞
	―
	・全体83％

(73.7億円/88.3億円）
・調査費等100％

(3.3億円/3.3億円）

・用地90％

(61.2億円/68.3億円）

・工事55％

(9.2億円/16.7億円）
	

	事業の必要性等に関する視点
	・本路線は、豊中市南部の庄内地区を東西に横断するとともに、府県間を結ぶ広域的な幹線道路としての機能を有しており、道路ネットワークの機能強化が図られる。
・密集市街地における道路整備により、災害時における、延焼拡大の抑止や緊急車両等の通行を確保することができ、防災機能の強化が図られる。　

・沿道には多くの商業施設が立地し、自動車交通だけでなく、自転車歩行者の交通も多く、安全安心な道路機能の強化が図られる。

以上より事業の必要性に変わりはない。


３ 事業の進捗の見込みの視点

	事業の進捗の
見込みの視点
	・Ⅰ期区間約0.2kmについて、平成22年度から用地買収に着手し、平成25年7月1日に暫定2車線供用している。令和2年度から北側区間の拡幅工事に着手し、R3年度に完了。Ⅲ期区間に合わせ、南側区間の工事に着手し、R4年度内に完了予定。

・Ⅱ期区間約0.3kmについて、令和2年度から北側一部区間の工事に着手し、R3年度に完了。引き続き、買収が完了した南側区間及び残る北側区間の工事に着手し、R4年度内に完了予定。

・Ⅲ期区間約0.2kmについて、令和2年度から買収が完了した北側区間の工事に着手し、R3年度に完了。引き続き、買収見込みである南側区間の工事に着手し、R4年度内に完了予定。

・Ⅳ期区間約0.3kmについて、令和2年度から北側一部区間の工事に着手し、R3年度に完了。引き続き、大型物件の買収スケジュールに合わせ今後工事発注を予定。


４ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や
代替案立案等の
可能性の視点
	【コスト縮減】

・電線共同溝の浅層埋設による、掘削土量削減等に寄与する低コスト手法の導入
・コンクリート二次製品の活用による低コスト手法の導入
【代替案の可能性】

・全体で約83％の進捗であり、Ⅳ期を除き既に事業区間起終点であるⅡ期及びⅢ期・Ⅰ期においてすべての事業範囲を工事完了若しくは工事発注済
以上のことから、代替案立案の可能性は極めて低い。


５ 特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	・周辺は、市街地が形成されており、新たな自然環境への影響は少ない。
・周辺道路の交通混雑が緩和され、大気質への負荷物質排出量の抑制に寄与。
・延焼遮断帯の整備がされると災害に強い都市構造の形成に寄与。

	前回評価時の意見具申（付帯意見）

と府の対応
	－

	上位計画等
	大阪府都市整備中期計画R3.3

	その他特記事項
	―


６ 対応方針（原案）

	対応方針
（原案）
	○事業継続とする。

＜判断の理由＞

・本路線の整備により、地域の防災機能の向上や交通の円滑化、交通安全性の向上が図られる。
・今後の整備により、府県間を結ぶ広域的な幹線道路としての機能を有しており、道路ネットワークの機能強化が図られる。

以上の理由により、事業を継続する。


